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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、新株予約権付社債等潜在株式がないため、

記載しておりません。 

３．純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

回次 第141期中 第142期中 第143期中 第141期 第142期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 96,322 101,727 110,308 196,785 210,964 

経常利益（百万円） 9,464 10,602 11,459 19,526 22,042 

中間（当期）純利益（百万円） 5,694 5,607 6,343 10,196 12,048 

純資産額（百万円） 121,638 138,545 165,891 125,966 152,175 

総資産額（百万円） 217,382 244,360 276,193 219,739 266,886 

１株当たり純資産額（円） 448.77 511.42 568.40 464.48 561.35 

１株当たり中間（当期）純利益金

額（円） 
21.01 20.70 23.41 37.24 44.04 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 56.0 56.7 55.8 57.3 57.0 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
5,898 8,899 4,203 10,087 20,174 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△1,961 △5,110 △5,719 △6,772 △10,668 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△2,119 △1,482 △1,914 △3,686 △3,175 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
31,512 31,932 33,751 29,316 36,268 

従業員数（人） 6,102 6,299 6,770 6,388 6,452 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．中間連結財務諸表を作成しているため、「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益金額」

及び「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額」の記載を省略しております。 

３．純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

回次 第141期中 第142期中 第143期中 第141期 第142期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 69,074 71,802 75,435 141,225 147,700 

経常利益（百万円） 5,856 6,629 7,186 12,121 14,116 

中間（当期）純利益（百万円） 4,147 4,344 4,903 6,637 9,274 

資本金（百万円） 25,658 25,658 25,658 25,658 25,658 

発行済株式総数（株） 272,623,270 272,623,270 272,623,270 272,623,270 272,623,270 

純資産額（百万円） 110,849 123,370 135,375 113,415 134,539 

総資産額（百万円） 178,243 193,514 216,128 177,882 214,060 

１株当たり配当額(円) 3.50 4.00 5.00 8.00 10.00 

自己資本比率（％） 62.2 63.8 62.6 63.8 62.9 

従業員数（人） 1,871 1,826 1,804 1,831 1,799 



２【事業の内容】 

(1）事業内容の重要な変更 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。 

(2）主要な関係会社の異動 

 当中間連結会計期間において、主要な関係会社の異動はありません。 

 事業の系統図は次のとおりであります。 



３【関係会社の状況】 

 KANSAI NEROLAC PAINTS LTD.は平成18年７月11日にGOODLASS NEROLAC PAINTS LTD.から商号を変更しております。

４【従業員の状況】 

(1）連結会社における状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、使用人兼務役員を含んでおりません。 

２．臨時従業員の総数は従業員の10％未満であるため記載を省略しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、使用人兼務役員を含んでおりません。 

２．臨時従業員の総数は従業員の10％未満であるため記載を省略しております。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 塗料事業 その他事業 合計 

従業員数（人） 6,705 65 6,770 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 1,804 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間の世界経済は、原油価格高騰による各国経済への影響はあるものの、拡大を続けました。

又、わが国経済においては、原油・素材価格高騰の影響はあるものの、高水準の企業収益を背景にした設備投資の

増加、海外経済の拡大による輸出の増加、雇用環境改善からくる個人消費の増加基調により、景気は緩やかに拡大

いたしました。 

 このような経済環境のなか、当社グループは、経営資源を最大限活用し、グループ経営の強化、トータルコスト

削減の推進、グローバル戦略の強化を図り業績の向上に努めました。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は1,103億8百万円（前年同期比8.4％増）、経常利益は114億59百万円

（前年同期比8.1％増）、中間純利益は63億43百万円（前年同期比13.1％増）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 塗料事業 

 自動車新車用塗料分野では、国内においては、販売台数は減少したものの輸出台数の増加により国内四輪車生

産台数が前年同期を上回る状況のもと、市場のニーズである優れた塗装品質を実現する高意匠・高機能塗料や、

塗料の焼付工程数を削減し二酸化炭素等の地球温暖化ガスの排出削減に貢献する水性３ウェット塗装システムの

採用拡大に向け、市場展開を図りました。一方、海外においては、日系自動車メーカーの現地生産の一層の進展

にあわせ、積極的な事業展開に注力いたしました結果、北米、欧州でのＰＰＧインダストリー社との合弁会社事

業が順調に伸長するとともに、インド、タイ、マレーシア等での販売が好調に推移いたしました。又、需要増に

対応するため、中国 広州市、タイに新たに工場を建設するとともに、前期に建設いたしました中国 天津市、

長沙市、インド デリー近郊の新工場は順調に生産を続けております。この結果、自動車新車用塗料の売上は前

年同期実績を上回りました。 

 自動車補修用塗料分野では、国内の鈑金塗装需要が減少するなか、環境配慮型ウレタン樹脂系上塗塗料をはじ

めとする主力製品による新規需要家の獲得、既存需要家の同製品への転換を促進し、売上拡大に努めました。

又、ＰＰＧジャパン株式会社と販売契約を締結し、７月から同社製品の国内独占販売を開始いたしました。この

結果、売上は前年同期実績を上回りました。 

 これらの結果、自動車塗料分野全体の売上高は前年同期実績を上回りました。 

 工業塗料分野では、国内においては、塗装缶の減少による缶包装材向け塗料の減少はありましたが、産業機械

の好調な輸出に伴う増産により同市場向け塗料が伸長いたしました。窯業建材向け塗料についても新規需要家の

獲得折衝に努めました結果、着実な成果が得られました。又、電気機器市場では、二酸化炭素の総量増加の抑制

となる植物系樹脂塗料について、塗装作業効率を向上させた１液型の製品が完成し、大画面液晶テレビに採用と

なりました。海外においては、アジア地域の経済発展に伴う需要拡大を背景に、台湾、インド等の海外子会社の

生産・販売が好調に推移し、売上は大幅に増加いたしました。 

 これらの結果、工業塗料分野全体の売上高は前年同期実績を上回りました。 

 建築塗料分野では、国内においては、前期に投入した高機能・高付加価値製品の市場への浸透・拡販を推し進

め、販路拡大に努めるとともに、環境に配慮した水性塗料を新たに投入し、市場展開を開始いたしました。又、

工事物件獲得のため、施主・建設会社・設計会社及び住宅メーカーに対する指名獲得折衝の強化を図りました。

海外においては、高成長を続けるアジア経済を背景に、インド、タイの海外子会社の販売が伸長いたしました。

又、マレーシアにおいてカンサイ コーティングス マレーシア社を、持分法適用の非連結子会社から連結子会

社といたしました。 

 これらの結果、建築塗料分野全体の売上高は前年同期実績を上回りました。 

 船舶塗料分野では、造船所の受注量は高水準が続く一方、塗料原材料価格も高騰する状況のもと、採算性を考

慮しつつ、国内船主に対して高性能塗料の拡販を図りました。鉄構塗料分野では、電力・プラント市場に対して

省工程型塗料を中心に積極的な販売を実施するとともに、企業収益の回復に伴い需要が拡大している新設工場鉄

骨用塗料の拡販を行いました。 

 これらの結果、船舶・鉄構塗料分野全体の売上高は前年同期実績を上回りました。 

 以上の結果、塗料事業全体としての売上高は1,070億91百万円と前年同期に比べ8.5％増となりました。 



② その他事業 

 通信・エレクトロニクス分野では、薄型テレビの増産によりフォトレジスト材の販売数量は増加いたしました

が価格の下落により売上金額は前年同期実績並となりました。又、環境・バイオ分野では、合併浄化槽向け高度

処理用担体の販売低迷等により売上は減少いたしました。一方、フィルム分野では、国内の自動車生産台数の増

加及び海外での新規需要家獲得により、塗膜保護用フィルムの売上が増加いたしました。 

 以上の結果、その他事業全体としての売上高は32億17百万円と前年同期に比べ5.7％増となりました。 

 所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 日本 

 原油・素材価格高騰の影響はあるものの、設備投資・輸出の増加及び個人消費の増加基調による景気の緩やか

な拡大により、当中間連結会計期間における売上高は811億8百万円(前年同期比3.9％増)となり、営業利益は62

億53百万円(前年同期比7.1％増)となりました。 

② アジア 

 アジア地域での経済発展に伴う塗料需要拡大や、自動車メーカーの現地生産の拡大等により、インド、タイ、

マレーシア等での海外子会社の販売が好調に推移し、当中間連結会計期間における売上高は319億89百万円(前年

同期比25.4％増)となり、営業利益は41億83百万円(前年同期比36.4％増)となりました。 

③ アメリカ 

 当中間連結会計期間における売上高は5億59百万円(前年同期比10.7％増)となり、営業利益は61百万円(前年同

期比59.5％増)となりました。 

④ 欧州 

 当中間連結会計期間における売上高は5億20百万円(前年同期比49.3％増)となり、営業利益は61百万円(前年同

期比153.4％増)となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は337億51百万円と前年同期に比べ18億18百万円の増加とな

りました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益が増加したもの

の、法人税等の支払額の増加等により、42億3百万円と前年同期に比べ46億95百万円の減少となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却による収入が増加した

ものの、有価証券の取得による支出の増加等により、△57億19百万円と前年同期に比べ6億8百万円の減少となりま

した。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払額の増加等により、△19億14

百万円と前年同期に比べ4億32百万円の減少となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントの生産実績は次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．金額は、製造入庫金額によっております。 

(2）受注状況 

 当社グループは、塗料事業及びその他事業とも見込生産によっておりますので、特に記載すべき事項はありませ

ん。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントの販売実績は次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、特に記載すべき経営上の重要な変更及び新たに生じた契約等はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

塗料事業 56,932 11.9 

その他事業 204 △0.4 

合計 57,137 11.8 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

塗料事業 107,091 8.5 

その他事業 3,217 5.7 

合計 110,308 8.4 

相手先 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高 
（百万円） 

割合（％） 
販売高 
（百万円） 

割合（％） 

㈱江口巖商店 10,605 10.4 10,928 9.9 



５【研究開発活動】 

 当社グループは、国内外の需要家に満足いただける技術と製品をタイムリーに提供するため、グローバルな視野で

人材育成に取り組み、新技術に係る幅広い研究開発活動を行っております。 

 当中間連結会計期間に支出した当社グループ全体の研究開発費総額は25億93百万円であります。 

 事業の種類別セグメントの研究開発活動状況は次のとおりであります。 

① 塗料事業 

 基礎研究においては、ポリマー合成技術、新規の架橋システム、顔料分散技術、界面制御技術、環境に関連した

バイオテクノロジー、微粒子や薄膜等に関連したナノテクノロジー等を中心とした、基盤技術の蓄積・強化を図

り、塗料開発や新しい事業の芽の創製に役立てております。一方、解析・分析研究面では、塗料の高機能化・高品

質化に必要な要因・特性を明確化することにより、塗膜を作製することなく物理的性能が予測・評価できるシミュ

レーション技術の開発を推進し、製品化のスピードアップに活用展開を図っております。又、環境問題への対策で

ある、ＥＬＶ等の法規制に対し、すでに確立した分析技術の高精度化・効率化を更に進め、製造工場へ展開し、製

品に直結した管理体制を構築することにより、一層のコンプライアンスの推進に努めております。 

 色彩研究においては、自動車塗料分野において、欧米及びアジア各国の主要都市における自動車色彩の動向調査

を継続的に実施し、国内需要家に対し、定期色彩提案の際にアジア向け新色を含めた提案を実施しております。

又、高付加価値、高意匠色を実現するために複層工程のプレミアムカラーを開発、提案しております。工業塗料分

野においては、石油等の化石資源を原料とする一般的な塗料に比べ、地球温暖化を抑制し、環境負荷の軽減が期待

されるグリーンポリマー（植物系樹脂）を用いた意匠開発を行いました。又、建築塗料分野においては、集合住宅

の塗り替え色彩提案を継続的に実施しております。色彩科学においては、色彩シミュレーション技術の精度を向上

させ、デジタル色彩開発に活用するとともに、高級金属感の色彩要素について研究しております。 

 塗料開発においては、前期に引き続き環境対応、省資源、省工程、高機能化を目的とした将来型塗料に塗装シス

テムを融合した付加価値の高いコーティング材の開発を継続しております。自動車塗料分野においては、環境対応

技術として、水性化やハイソリッド化の技術を展開し、更に焼付工程短縮化のための研究を促進し実用化に繋げま

した。又、工業塗料分野及び建築塗料分野においても水性化や新製品の開発を推進いたしました。特に工業塗料分

野では、グリーンポリマー（植物系樹脂）を利用した塗料が実用化に至りました。 

 塗料事業に係る研究開発費の金額は24億1百万円であります。 

② その他事業 

 通信・エレクトロニクス分野、環境・バイオ分野において、新技術・新製品の開発を進めております。通信・エ

レクトロニクス分野においては、各種レーザー直描方式に対応したレジスト材料の開発において、405nm波長レー

ザー対応レジストにおいて高精細パターン形成性に進展がありました。又、電気・光混載回路基板に対応する光導

波路形成用材料において性能向上などの研究を進めました。環境・バイオ分野においては、マイクロ化学技研株式

会社と共同で反応効率が高く目視可能な免疫分析用マイクロチップの基本技術を確立いたしました。更に今年度か

ら開始した高濃度ＢＯＤ廃水処理用担体の開発にも進展がありました。 

 その他事業に係る研究開発費の金額は1億91百万円であります。  



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はありません。 

(2) 重要な設備計画の完了 

 前連結会計年度末に計画中であったP.T. KANSAI PAINT INDNESIAの新工場（インドネシア）の新設については、

平成18年５月に完了いたしました。この新設に対する投資額は12億円で、生産能力は１ヶ月当たり710トンであり

ます。  

(3)新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は、次のとおりであります。  

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 
完了後の増
加能力 総額 

（百万円）
既支払額 
（百万円）

着手 完了 

提出会社 

本社事務所

（大阪市中央

区）  

塗料事業 他 本社設備 3,915 － 自己資金  
平成18年 

９月  

平成20年 

１月  
 － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 793,496,000 

計 793,496,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 272,623,270 272,623,270 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

完全議決権株

式であり、権

利内容に何ら

限定のない当

社における標

準となる株式 

計 272,623,270 272,623,270 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年４月１日～

平成18年９月30日  
－ 272,623,270 － 25,658 － 27,154 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．所有株式数は千株未満を切り捨てて記載しております。 

２．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 16,807 6.16 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 15,779 5.78 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 10,744 3.94 

第一生命保険相互会社 

常任代理人 資産管理サービ

ス信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番12号 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィス

タワーＺ棟 

9,370 3.43 

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１番地 8,355 3.06 

ステートストリートバンクア

ンドトラストカンパニー 

常任代理人  株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決

済業務室 

東京都中央区日本橋兜町６番７号 8,278 3.03 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 8,237 3.02 

関西ペイント交友持株会 大阪市中央区伏見町４丁目３番６号 7,781 2.85 

大同生命保険株式会社 

常任代理人  日本トラスティ 

・サービス信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 7,607 2.79 

東京海上日動火災保険株式会

社 
東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 6,892 2.52 

計 － 99,853 36.62 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 16,807千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 15,779千株

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 2,074千株

３．フィデリティ投信株式会社から、平成18年10月13日付で提出された株券等の大量保有に関する変更報告書に

より同年９月30日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社としては、同

社の平成18年９月30日現在の実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には記載しており

ません。  

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

フィデリティ投信株式会社 
東京都港区虎ノ門４丁目３番１号     

城山トラストタワー 
12,055 4.42 

計 － 12,055 4.42 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄の「株式数（株）」には、証券保管振替機構名義の普通株式が19,000株含まれ

 ております。又、「議決権の数（個）」には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権が19個含まれており

 ます。              

②【自己株式等】 

 （注）他人名義で所有している株式数は、当社取引先持株会名義（住所：大阪市中央区伏見町４丁目３番６号）で所有

している相互保有会社の持分に相当する株式数であります。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 
－

権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式 普通株式 777,000

（相互保有株式） 
－ 同上 

普通株式 1,781,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 267,792,000 267,792 同上 

単元未満株式 普通株式 2,273,270 － 同上 

発行済株式総数 272,623,270 － － 

総株主の議決権 － 267,792 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

（自己保有株式）      

関西ペイント株式
会社 

兵庫県尼崎市神崎町33番１
号 

777,000 － 777,000 0.28 

（相互保有株式）      

株式会社扇商會 
大阪市北区西天満３丁目13
番７号 

1,170,000 － 1,170,000 0.42 

株式会社エル・ミ
ズホ 

大阪市北区西天満６丁目１
番12号 

364,000 － 364,000 0.13 

株式会社アビィン
グ 

岡山県岡山市上中野１丁目
16番２号 

120,000 － 120,000 0.04 

株式会社フレック
ス 

大阪市淀川区加島１丁目37
番56号 

30,000 － 30,000 0.01 

中央ペイント株式
会社 

大阪市淀川区三津屋中２丁
目１番25号 

30,000 － 30,000 0.01 

株式会社クロスラ
イン 

東京都大田区京浜島３丁目
２番10号 

26,000 － 26,000 0.00 

株式会社藤永塗料
店 

兵庫県姫路市五軒邸１丁目
21番地 

25,000 － 25,000 0.00 

株式会社クニシマ 
岐阜県岐阜市東鶉２丁目63
番地 

－ 16,000 16,000 0.00 

計 － 2,542,000 16,000 2,558,000 0.93 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて役員の異動はありません。 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,154 1,160 997 931 945 935 

最低（円） 1,062 984 890 782 851 838 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号、以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号、以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）並びに当中間連結会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結

財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ 流動資産            

１．現金及び預金 ※２   32,196     34,501     37,148   

２．受取手形及び売掛金 ※６   65,288     76,892     67,053   

３．有価証券     －     3,008     806   

４．棚卸資産 ※２   19,357     21,864     19,751   

５．繰延税金資産     3,179     3,068     3,259   

６．その他の流動資産     4,043     4,312     4,127   

７．貸倒引当金     △1,143     △590     △1,106   

流動資産合計     122,920 50.3   143,057 51.8   131,041 49.1 

Ⅱ 固定資産            

１．有形固定資産 
※１
※２          

(1）建物及び構築物   20,788     21,236     21,029     

(2）機械装置及び運搬
具 

  11,200     11,828     11,459     

(3）工具器具備品   2,255     2,348     2,368     

(4）土地   10,682     9,981     9,969     

(5）建設仮勘定   1,620 46,548   2,894 48,288   1,156 45,983   

２．無形固定資産     1,204     1,308     953   

３．投資その他の資産            

(1）投資有価証券 ※２ 65,548     74,327     80,205     

(2）出資金   4,493     5,307     4,857     

(3）長期貸付金   643     584     628     

(4）繰延税金資産   593     1,156     1,085     

(5）その他の投資その
他の資産 

  2,929     2,651     2,636     

(6）貸倒引当金   △521 73,686   △487 83,539   △504 88,908   

固定資産合計     121,439 49.7   133,136 48.2   135,845 50.9 

資産合計     244,360 100.0   276,193 100.0   266,886 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）            

Ⅰ 流動負債            

１．支払手形及び買掛金 ※６   49,026     57,085     48,569   

２．短期借入金     2,358     1,986     2,140   

３．一年内返済予定長期
借入金 

    69     7,037     37   

４．未払法人税等     3,901     3,365     5,542   

５．繰延税金負債     13     17     18   

６．賞与引当金     3,608     3,700     3,675   

７．その他の流動負債 ※６   7,883     10,730     8,993   

流動負債合計     66,861 27.4   83,924 30.4   68,975 25.8 

Ⅱ 固定負債            

１．長期借入金     7,044     425     7,028   

２．繰延税金負債     11,233     15,402     16,397   

３．退職給付引当金     7,658     7,357     7,706   

４．役員退職慰労引当金     332     444     389   

５．その他の固定負債     2,391     2,747     2,812   

固定負債合計     28,661 11.7   26,377 9.5   34,334 12.9 

負債合計     95,522 39.1   110,301 39.9   103,310 38.7 

           

（少数株主持分）                     

少数株主持分     10,291 4.2   － －   11,401 4.3 

           

（資本の部）            

Ⅰ 資本金     25,658 10.5   － －   25,658 9.6 

Ⅱ 資本剰余金     27,157 11.1   － －   27,157 10.2 

Ⅲ 利益剰余金     65,311 26.7   － －   70,664 26.5 

Ⅳ 再評価差額金 ※３   345 0.2   － －   - - 

Ⅴ その他有価証券評価差
額金 

    23,044 9.4   － －   30,642 11.5 

Ⅵ 為替換算調整勘定     △2,380 △1.0   － －   △1,290 △0.5 

Ⅶ 自己株式     △591 △0.2   － －   △656 △0.3 

資本合計     138,545 56.7   － －   152,175 57.0 

負債、少数株主持分及
び資本合計 

    244,360 100.0   － －   266,886 100.0 

           



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                     

 １．資本金     － －   25,658 9.3   － － 

 ２．資本剰余金     － －   27,158 9.8   － － 

 ３．利益剰余金     － －   75,231 27.2   － － 

 ４．自己株式     － －   △688 △0.2   － － 

株主資本合計     － －   127,360 46.1   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

 １．その他有価証券評価 
 差額金 

    － －   28,089 10.2   － － 

 ２．為替換算調整勘定     － －   △1,465 △0.5   － － 

評価・換算差額等合計     － －   26,623 9.7   － － 

Ⅲ 少数株主持分     － －   11,907 4.3   － － 

純資産合計     － －   165,891 60.1   － － 

負債純資産合計     － －   276,193 100.0   － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   101,727 100.0  110,308 100.0  210,964 100.0 

Ⅱ 売上原価   70,146 69.0  76,586 69.4  146,122 69.3 

売上総利益   31,580 31.0  33,722 30.6  64,842 30.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  22,606 22.2  23,373 21.2  45,939 21.7 

営業利益   8,974 8.8  10,348 9.4  18,903 9.0 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  54   76   327   

２．受取配当金  402   454   633   

３．持分法による投資
利益  873   763   1,466   

４．雑収入  812 2,142 2.1 459 1,754 1.6 2,106 4,534 2.1 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  83   97   176   

２．棚卸資産評価損  167   107   273   

３．棚卸資産廃却損  88   96   417   

４．支払補償費  －   156   －   

５．雑支出  175 514 0.5 184 642 0.6 527 1,395 0.7 

経常利益   10,602 10.4  11,459 10.4  22,042 10.4 

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益  34   51   64   

２．投資有価証券売却
益  96   119   274   

３．貸倒引当金戻入益  － 131 0.1 25 196 0.2 109 448 0.3 

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産除却損  63   95   142   

２．投資有価証券評価
損  13   －   13   

３．減損損失 ※２ 50 127 0.1 － 95 0.1 50 206 0.1 

税金等調整前中間
（当期）純利益   10,607 10.4  11,561 10.5  22,283 10.6 

法人税、住民税及
び事業税  3,981   3,476   8,437   

法人税等調整額  △9 3,971 3.9 602 4,079 3.7 △257 8,180 3.9 

少数株主利益   1,027 1.0  1,137 1.0  2,054 1.0 

中間(当期)純利益   5,607 5.5  6,343 5.8  12,048 5.7 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

     中間連結剰余金計算書  

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の連結剰余金計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   27,156  27,156

Ⅱ 資本剰余金増加高          

自己株式処分差益  0 0 0 0 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期
末）残高 

  27,157  27,157 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   61,017  61,017

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．中間（当期）純利益  5,607  12,048  

２．持分法適用会社の合併
等に伴う利益剰余金増
加高 

 15 5,623 15 12,064 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  1,224  2,312  

２．役員賞与  101  101  

３．在外子会社の従業員奨
励福利基金拠出による
減少高 

 4 1,329 4 2,418 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期
末）残高 

  65,311  70,664 

      



     中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 

株主資本 評価・換算差額等 

少数 
株主 
持分 

純資産
合計 

資本金 
資本 
剰余金 

利益 
剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

その他 
有価証 
券評価 
差額金 

為替 
換算調 
整勘定 

評価・換
算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

25,658 27,157 70,664 △656 122,823 30,642 △1,290 29,351 11,401 163,576 

中間連結会計期間中の変動額           

剰余金の配当     △1,631   △1,631         △1,631 

利益処分による役員賞与     △113   △113         △113 

在外子会社の従業員奨励福利
基金拠出による減少高 

    △3   △3         △3 

中間純利益     6,343   6,343         6,343 

自己株式の取得       △56 △56         △56 

自己株式の処分   1   2 3         3 

持分法適用会社の減少に伴う
利益剰余金減少高 

    △28   △28         △28 

持分法適用会社の減少に伴う
自己株式減少高 

      22 22         22 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

          △2,553 △175 △2,728 506 △2,221 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ 1 4,567 △31 4,536 △2,553 △175 △2,728 506 2,315 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

25,658 27,158 75,231 △688 127,360 28,089 △1,465 26,623 11,907 165,891 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の連結 

キャッシュ・フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

    

税金等調整前中間（当期）
純利益 

 10,607 11,561 22,283 

減価償却費  2,574 2,582 5,494 

減損損失  50 － 50 

連結調整勘定償却額  △22 － △26 

負ののれん償却額  － △34 － 

退職給付引当金の減少額  △561 △601 △741 

貸倒引当金の増減額  49 △533 △60 

受取利息及び受取配当金  △456 △531 △961 

支払利息  83 97 176 

持分法による投資利益  △873 △763 △1,466 

投資有価証券評価損  13 － 13 

固定資産除売却損  63 95 142 

売上債権の増加額  △3,443 △9,799 △4,315 

棚卸資産の増加額  △2,447 △2,173 △2,289 

仕入債務の増加額  3,350 8,473 2,135 

その他  343 682 2,247 

小計  9,330 9,055 22,682 

利息及び配当金の受取額  882 1,028 1,923 

利息の支払額  △83 △96 △177 

法人税等の支払額  △1,230 △5,782 △4,254 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

 8,899 4,203 20,174 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

    

有価証券の取得による支出  △992 △4,416 △2,887 

有価証券の売却による収入  1,000 2,410 2,895 

有形固定資産の取得による
支出 

 △4,180 △4,070 △7,168 

有形固定資産の売却による
収入 

 63 109 238 

無形固定資産の取得による
支出 

 △200 △554 △318 

投資有価証券の取得による
支出 

 △3,191 △3,593 △9,936 

投資有価証券の売却による
収入 

 2,611 4,676 6,873 

 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の連結 

キャッシュ・フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

連結子会社株式の取得によ
る支出 

 △34 △233 △280 

持分法適用非連結子会社の
清算による収入 

 － － 19 

貸付による支出  △1,534 △1,638 △2,751 

貸付金の回収による収入  1,817 1,856 2,884 

その他  △467 △265 △237 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

 △5,110 △5,719 △10,668 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

    

短期借入による収入  3,604 2,415 6,260 

短期借入金の返済による支
出 

 △2,952 △2,551 △5,853 

長期借入による収入  － 415 － 

長期借入金の返済による支
出 

 △350 △18 △404 

自己株式の取得による支出  △55 △56 △136 

自己株式の売却による収入  0 3 0 

配当金の支払額  △1,224 △1,631 △2,312 

少数株主への配当金の支払
額 

 △505 △491 △730 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

 △1,482 △1,914 △3,175 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額 

 138 46 380 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  2,444 △3,383 6,711 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高 

 29,316 36,268 29,316 

Ⅶ 連結範囲変更に伴う現金及び
現金同等物の期首残高 

 143 836 212 

Ⅷ 合併に伴う現金及び現金同等
物の増加額 

 27 29 27 

Ⅸ 現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

 31,932 33,751 36,268 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲

に関する事

項 

(1）連結子会社の数 31社 

主要な連結子会社の名称 

関西ペイント販売㈱ 

カンペ商事㈱ 

GOODLASS NEROLAC PAINTS  

LTD.（インド） 

日本化工塗料㈱ 

㈱カンペハピオ 

前連結会計年度まで持分法適用の

非連結子会社でありました天津永

富関西塗料化工有限公司は、重要

性が増したため当中間連結会計期

間より連結子会社といたしまし

た。 

(1）連結子会社の数 33社 

主要な連結子会社の名称 

関西ペイント販売㈱ 

カンペ商事㈱ 

KANSAI NEROLAC PAINTS  

LTD.（インド） 

日本化工塗料㈱ 

㈱カンペハピオ 

前連結会計年度まで持分法適用の

非連結子会社でありましたKANSAI 

COATINGS MALAYSIA SDN.BHD.は、

重要性が増したため当中間連結会

計期間より連結子会社といたしま

した。 

なお、KANSAI NEROLAC PAINTS  

LTD.は、GOODLASS NEROLAC PAINTS

LTD.から商号を変更しておりま

す。 

(1）連結子会社の数 32社 

主要な連結子会社名は「第１ 企

業の概況 ４ 関係会社の状況」

に記載しているため、省略してお

ります。 

なお、前連結会計年度まで持分法

適用の非連結子会社でありました

天津永富関西塗料化工有限公司及

びPOLYCOAT POWDERS LTD.は、重要

性が増したため当連結会計年度よ

り連結子会社といたしました。 

 (2）非連結子会社の数 16社 

主要な非連結子会社の名称 

KANSAI PAINT PHILIPPINES,INC. 

(2）非連結子会社の数 13社 

主要な非連結子会社の名称 

KANSAI PAINT PHILIPPINES,INC. 

(2）非連結子会社の数 14社 

主要な非連結子会社の名称 

KANSAI PAINT PHILIPPINES,INC. 

 連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社16社は、いずれも

小規模会社であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益（持分

に見合う額）及び剰余金（持分

に見合う額）は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社13社は、いずれも

小規模会社であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益（持分

に見合う額）及び剰余金（持分

に見合う額）は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。 

非連結子会社の総資産、売上高、

当期純利益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）

等の各合計額は、連結会社の総資

産、売上高、当期純利益及び利益

剰余金等の各合計額に対してそれ

ぞれ1.9％、2.5％、0.1％、0.4％

であり全体として連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしておりませ

ん。 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の非連結子会社又

は関連会社の数 55社 

主要な持分法適用の非連結子

会社又は関連会社の名称 

㈱扇商會 

当中間連結会計期間中に広州

関西塗料有限公司を新たに設

立したことにより持分法適用

の非連結子会社とし、福州関

西塗料有限公司を新たに設立

したことにより持分法適用の

関連会社としております。

又、前連結会計年度まで持分

法適用の関連会社でありまし

た㈱馬場金蔵商店の株式並び

に関西塗料（長春）有限公司

の出資持分を当中間連結会計

期間中に追加取得したことに

より、持分法適用の非連結子

会社としております。又、前

連結会計年度まで持分法適用

の非連結子会社でありました

CHEMGUARD COATINGS LTD.は  

当中間連結会計期間中に連結

子会社であるGOODLASS  

NEROLAC PAINTS LTD.と合併い

たしました。更に、前連結会

計年度まで持分法適用の関連

会社でありました㈱朝日エー

ジェンシーは当中間連結会計

期間中に株式を全部売却いた

しました。 

なお、連結子会社以外の全て

の会社（非連結子会社及び関

連会社）に対して持分法を適

用しております。 

(1）持分法適用の非連結子会社又

は関連会社の数 52社 

主要な持分法適用の非連結子

会社又は関連会社の名称 

㈱扇商會 

当中間連結会計期間中に蘇州

関西塗料有限公司を新たに設

立したことにより持分法適用

の非連結子会社とし、珠海中

遠関西塗料化工有限公司を新

たに設立したことにより持分

法適用の関連会社としており

ます。 

又、前連結会計年度まで持分

法適用の非連結子会社であり

ました㈱アタックスは、当中

間連結会計期間中に連結子会

社であるカンペ商事㈱と合併

いたしました。 

更に、前連結会計年度まで持

分法適用の関連会社でありま

した上田㈱及び美多摩塗料㈱

は、当中間連結会計期間中に

株式を一部売却したことによ

り持分法適用の関連会社から

除外しております。 

なお、連結子会社以外の全て

の会社（非連結子会社及び関

連会社）に対して持分法を適

用しております。 

(1）持分法適用の非連結子会社又

は関連会社の数 54社 

主要な持分法適用の非連結子

会社又は関連会社名は「第１ 

企業の概況 ４ 関係会社の

状況」に記載しているため、

省略しております。 

当連結会計年度中に広州関西

塗料有限公司を新たに設立し

たことにより持分法適用の非

連結子会社とし、又、福州関

西塗料有限公司を新たに設立

したことにより持分法適用の

関連会社としております。

又、SIME COATINGS SDN.BHD.

を買収し、KANSAI COATINGS 

MALAYSIA SDN.BHD.に商号を変

更のうえ持分法適用の非連結

子会社としております。 

又、前連結会計年度まで持分

法適用の関連会社でありまし

た株式会社馬場金蔵商店の株

式及び関西塗料（長春）有限

公司の出資持分を当連結会計

年度中に追加取得したことに

より、持分法適用の非連結子

会社としております。 

又、前連結会計年度まで持分

法適用の非連結子会社であり

ました美多摩塗料株式会社は

当連結会計年度中に株式を一

部売却したことにより持分法

適用の関連会社としておりま

す。 

又、前連結会計年度まで持分

法適用の非連結子会社であり

ましたCHEMGUARD COATINGS 

LTD.は、当連結会計年度中に

連結子会社であるGOODLASS 

NEROLAC PAINTS LTD.と合併い

たしました。又、前連結会計

年度まで持分法適用の非連結

子会社でありました株式会社

カンペ・アドは、当連結会計

年度中に清算結了いたしまし

た。更に、前連結会計年度ま

で持分法適用の関連会社であ

りました株式会社朝日エージ

ェンシーは、当連結会計年度

中に株式を全部売却いたしま

した。 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

       なお、連結子会社以外の全て

の会社（非連結子会社及び関

連会社）に対して持分法を適

用しております。 

 (2）持分法の適用会社のうち、中

間決算日が中間連結決算日と

異なる会社については、各社

の中間会計期間に係る中間財

務諸表を使用しております。 

(2）      同左 (2）持分法の適用会社のうち、決

算日が連結決算日と異なる会

社については、各社の事業年

度に係る財務諸表を使用して

おります。 

 (3）持分法適用会社に対する投資

差額は、その発生原因が不明

であるため、原則として、５

年間で均等償却しておりま

す。 

(3）      同左 (3）持分法適用会社に対する投資

差額は、その発生原因が不明

であるため、原則として、５

年間で均等償却しておりま

す。 

当連結会計年度の未償却残高

は△47百万円であります。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

連結子会社のうちKANSAI RESIN 

(THAILAND)CO.,LTD.他11社の在外

連結子会社の中間決算日は６月30

日であります。 

中間連結財務諸表の作成にあたっ

ては各社の同日現在の中間財務諸

表を使用し、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引については

連結上必要な調整を行っておりま

す。 

同左 連結子会社のうちKANSAI RESIN 

(THAILAND)CO.,LTD.他11社の在外

連結子会社の決算日は12月31日で

あります。 

連結財務諸表の作成にあたっては

各社の決算日の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については連結上必要な

調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

主として中間決算末日の

市場価格等に基づく時価

法 

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定） 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

主として中間決算末日の

市場価格等に基づく時価

法 

（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定） 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

主として決算末日の市場

価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定） 

 時価のないもの 

主として移動平均法によ

る原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）デリバティブ取引により生じ 

  る債権及び債務 

時価法 

(2）デリバティブ取引により生じ 

  る債権及び債務 

同左 

(2）デリバティブ取引により生じ 

  る債権及び債務 

同左 

 (3）棚卸資産 

主として移動平均法による原

価基準 

(3）棚卸資産 

同左 

(3）棚卸資産 

同左 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産 

国内会社…………………定率法 

在外連結子会社…………定額法 

ただし、当社及び国内連結子会

社については、平成10年４月１

日以降に取得した建物（付属設

備を除く）について、定額法を

採用しております。 

又、取得価額が10万円以上20万

円未満の少額減価償却資産につ

いては、３年間均等償却を採用

しております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物       ７～50年 

機械装置     ７～11年 

有形固定資産 

同左 

有形固定資産 

同左 

 無形固定資産 

国内会社…………………定額法 

在外連結子会社…………定額法 

ただし、ソフトウェア（自社利

用分）については、グループ各

社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

(1）貸倒引当金 

国内会社は主として、債権等

の貸倒損失に備えて一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見積額

を計上しております。 

在外連結子会社は、相手先毎

に回収不能見積額を計上して

おります。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

当社及び連結子会社は、従業

員の賞与支給に備えるため、

原則として支給見積額を計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (3）退職給付引当金 

国内会社は、従業員の退職給

付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。 

過去勤務債務については、主

としてその発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（主として13

年）による定額法により費用

処理しております。 

数理計算上の差異について

は、主として各連結会計年度

の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（主として13年）による

定額法により発生の翌連結会

計年度から費用処理しており

ます。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

国内会社は、従業員の退職給

付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。 

過去勤務債務については、主

としてその発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（主として13

年）による定額法により費用

処理しております。 

数理計算上の差異について

は、主として各連結会計年度

の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（主として13年）による

定額法により発生の翌連結会

計年度から費用処理しており

ます。 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (前中間連結会計期間との会計

処理の首尾一貫性について） 

当社は、退職給付会計基準変

更時差異について、従来主と

して15年による按分額を費用

処理しておりましたが、平成

16年11月18日開催の取締役会

の決議をもって、前連結会計

年度において未処理額全額を

一括して費用処理する方法に

変更しております。        

この変更は、前々連結会計年

度以前より給付引き下げに伴

う厚生年金基金規約の変更を

行ってきたこと、前連結会計

年度下期において厚生年金基

金の代行部分について厚生労

働大臣から過去分返上の認可

を受け、従来の厚生年金基金

から企業年金基金へ移行した

こと、又、それに際し基金に

おける積立不足分に対し5,000

百万円の一括拠出を実施した

こと等により、退職給付会計

基準適用時における状況に大

きな変化が生じたことから、

財務体質の健全化を図るため

に行ったものであります。    

又、退職給付会計基準変更時

差異の未処理額を有する連結

子会社については、親子会社

間の会計処理を統一するた

め、同様の変更を実施いたし

ました。 

なお、前中間連結会計期間は

従来の方法によっており、前

中間連結会計期間末に変更を

行った場合と比べ、前中間連

結会計期間の税金等調整前中

間純利益は5,084百万円多く計

上されております。       
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 (4）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備え

るため、当社及び連結子会社

の一部は、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備え

るため、当社及び連結子会社

の一部は、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(5）重要なヘッジ会計の方

法 

ヘッジ会計の方法 

振当処理の要件を満たす為替予

約について、振当処理を行って

おります。又、特例処理の要件

を満たす金利スワップ取引につ

いて、特例処理を行っておりま

す。              

ヘッジ会計の方法 

同左 

ヘッジ会計の方法 

同左 

 ヘッジ手段とヘッジ対象 

外貨建金銭債権債務を対象とし

て為替予約取引を行い、借入金

利息を対象として金利スワップ

取引を行っております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ヘッジ方針 

為替リスクを軽減するため及び

借入金利息金額を固定するた

め、実需の範囲内でヘッジ取引

を行っております。 

ヘッジ方針 

同左 

ヘッジ方針 

同左 

 ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約については、ヘッジ手

段とヘッジ対象の期日、通貨種

別及び金額等の重要な条件が同

一であり、高い相関関係がある

と考えられるため、有効性の判

定を省略しております。又、金

利スワップについては、特例処

理の要件を満たしているため、

有効性の判定を省略しておりま

す。 

ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 その他リスク管理方針のうちヘッ

ジ会計に係るもの 

ヘッジ取引は、グループ各社が

定めた社内ルールに従い、資金

担当部門が決裁担当者の承認を

得て行っております。 

その他リスク管理方針のうちヘッ

ジ会計に係るもの 

同左 

その他リスク管理方針のうちヘッ

ジ会計に係るもの 

同左 

(6）その他中間連結（連

結）財務諸表作成のた

めの基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結（連結）キャッ

シュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における現金及び現金同等物に

は、手許現金及び要求払い預金の

ほか、取得日から３カ月以内に満

期の到来する定期預金を計上して

おります。 

同左 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける現金及び現金同等物には、

手許現金及び要求払い預金のほ

か、取得日から３カ月以内に満期

の到来する定期預金を計上してお

ります。 



会計処理の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによ

り税金等調整前中間純利益は50百万円減少

しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づき当該資産

の金額から直接控除しております。 
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(貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号 平成17年12月９日）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は 

153,983百万円であります。 

なお、当中間連結会計期間末における中間

連結貸借対照表の純資産の部については、

中間連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成して

おります。 

(固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15年10月

31日）を適用しております。これにより税

金等調整前当期純利益は50百万円減少して

おります。 

なお、減損損失累計額については、改正後

の連結財務諸表規則に基づき当該資産の金

額から直接控除しております。 

  

 

  

  

  

  

  

 

────── 

  

 

  

  

  

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間連結損益計算書）             

前中間連結会計期間において区分掲記しておりまし

た営業外費用「支払補償費」（当中間連結会計期間

47百万円）は、営業外費用の百分の十以下であるた

め当中間連結会計期間より「雑支出」に含めて表示

しております。 

（中間連結損益計算書）             

前中間連結会計期間において営業外費用「雑支出」

に含めて表示しておりました「支払補償費」（前中

間連結会計期間47百万円）は、営業外費用の百分の

十を超えたため当中間連結会計期間より区分掲記し

ております。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）             

前中間連結会計期間において営業活動によるキャッ

シュ・フロー「連結調整勘定償却額」として掲記さ

れていたものは、当中間連結会計期間より「負のの

れん償却額」と表示しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は 

103,282百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は 

107,858百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は  

106,058百万円であります。 

※２．担保資産 2,605百万円 ※２．担保資産 2,219百万円 ※２．担保資産 2,696百万円 

買掛金の一部、短期借入金102百万

円、その他流動負債166百万円及びそ

の他固定負債504百万円の担保に供し

ているものは次のとおりであります。 

買掛金の一部、短期借入金50百万円、

その他流動負債182百万円及びその他

固定負債389百万円の担保に供してい

るものは次のとおりであります。 

買掛金の一部、短期借入金267百万

円、その他流動負債172百万円及びそ

の他固定負債589百万円の担保に供し

ているものは次のとおりであります。 

現金及び預金 15百万円 

棚卸資産 1,548百万円 

有形固定資産 1,032百万円 

投資有価証券 10百万円 

現金及び預金 20百万円 

棚卸資産 1,690百万円 

有形固定資産 497百万円 

投資有価証券 12百万円 

現金及び預金 15百万円 

棚卸資産 1,602百万円 

有形固定資産 1,068百万円 

投資有価証券 11百万円 

※３．再評価差額金は、在外連結子会社が当

該国の法律に基づいて行った資産再評

価によるものであります。 

  

────── 

  

────── 

 ４．保証債務 157百万円  ４．保証債務 2百万円  ４．保証債務 7百万円 

連結子会社以外の会社の金融機関から

の借入金に対して次のとおり保証を行

っております。 

連結子会社以外の会社の金融機関から

の借入金に対して次のとおり保証を行

っております。 

連結子会社以外の会社の金融機関から

の借入金に対して次のとおり保証を行

っております。 

POLYCOAT POWDERS LTD.他１社の
GOODLASS NEROLAC PAINTS LTD.の関
連会社 

157百万円 
(RS61,000,000) 

NIPA CHEMICALS LTD.
(KANSAI NEROLAC PAINTS LTD.の関連
会社) 

2百万円
(RS926,000)

NIPA CHEMICALS LTD. 
(GOODLASS NEROLAC PAINTS LTD.の関
連会社) 

7百万円
(RS2,711,000)

なお、上記外貨建保証債務は中間決算

末日の為替相場により円換算しており

ます。 

なお、上記外貨建保証債務は中間決算

末日の為替相場により円換算しており

ます。 

なお、上記外貨建保証債務は決算日の

為替相場により円換算しております。 

 ５．受取手形裏書譲渡高 156百万円  ５．受取手形裏書譲渡高 167百万円  ５．受取手形裏書譲渡高 141百万円 

  

 

  

  

  

  

────── 

  

  

  

  

  

  

   

※６．中間連結会計期間末日満期手形（期日

現金を含む）の処理 

   中間連結会計期間末日満期手形（期日

現金を含む）は、手形交換日をもって

決済処理しております。従って、当中

間連結会計期間末日は金融機関の休日

であったため、中間連結会計期間末日

満期手形（期日現金を含む）が以下の

科目に含まれております。 

受取手形 1,905百万円 

売掛金 4,372百万円 

支払手形 1,287百万円 

買掛金 3,493百万円 

その他の流動負債 7百万円 

  

  

  

  

  

  

────── 

  

   

  

  

  

  

  



（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加58,460株は、単元未満株式の買取りによる増加58,419株、持分法適用会社 

    が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分41株であります。 

    又、減少88,644株は、単元未満株式の買増請求による減少4,263株、持分法適用会社の除外による減少84,381株 

    であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費の主なものは次

のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費の主なものは次

のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費の主なものは次

のとおりであります。 

荷造運送費 2,772百万円 

給料賃金 4,886百万円 

賞与引当金繰入額 1,860百万円 

研究開発費 2,605百万円 

荷造運送費 3,034百万円 

給料賃金 5,142百万円 

賞与引当金繰入額 1,905百万円 

研究開発費 2,593百万円 

荷造運送費 5,664百万円 

給料賃金 9,998百万円 

賞与引当金繰入額 2,024百万円 

研究開発費 5,274百万円 

※２．減損損失 

当中間連結会計期間において、当社グ

ループは、地価が著しく下落している

遊休土地について、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失（50百万円）として特別損失に計

上いたしました。 

当社グループは、事業の種類別セグメ

ントを基礎として資産をグルーピング

しております。 

グルーピングの単位である各事業にお

いては、減損の兆候はありませんでし

た。 

なお、回収可能価額は路線価を基にし

た正味売却価額により評価しておりま

す。 

 

 

 

  

  

  

  

 

────── 

 

 

  

  

  

 

  

※２．減損損失 

当連結会計年度において、当社グルー

プは、地価が著しく下落している遊休

土地について、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失

（50百万円）として特別損失に計上い

たしました。 

当社グループは、事業の種類別セグメ

ントを基礎として資産をグルーピング

しております。 

グルーピングの単位である各事業にお

いては、減損の兆候はありませんでし

た。 

なお、回収可能価額は路線価を基にし

た正味売却価額により評価しておりま

す。 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 272,623,270 － － 272,623,270 

合計 272,623,270 － － 272,623,270 

自己株式     

普通株式 1,745,147 58,460 88,644 1,714,963 

合計 1,745,147 58,460 88,644 1,714,963 



３．配当に関する事項 

 (1）配当金支払額 

 (2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後とな 

   るもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 1,631 6.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月17日 

取締役会 
普通株式 1,359 利益剰余金 5.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 32,196百万円 

預入期間が３カ月を超える定期預金 

 △263百万円 

現金及び現金同等物 31,932百万円 

現金及び預金勘定 34,501百万円 

預入期間が３カ月を超える定期預金 

 △750百万円 

現金及び現金同等物 33,751百万円 

現金及び預金勘定 37,148百万円 

預入期間が３カ月を超える定期預金 

 △879百万円 

現金及び現金同等物 36,268百万円 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
機械装
置及び
運搬具 

工具器
具備品 

合計 

取得価額相当
額（百万円） 

779 1,078 1,857 

減価償却累計
額相当額 
（百万円） 

412 702 1,115 

中間期末残高
相当額 
（百万円） 

366 375 741 

 
機械装
置及び
運搬具 

工具器
具備品 

合計 

取得価額相当
額（百万円） 

854 853 1,708 

減価償却累計
額相当額 
（百万円） 

505 431 936 

中間期末残高
相当額 
（百万円） 

348 422 771 

 
機械装
置及び
運搬具 

工具器
具備品 

合計 

取得価額相当
額（百万円） 

851 1,041 1,893 

減価償却累計
額相当額 
（百万円） 

489 550 1,040 

期末残高相当
額 
（百万円） 

362 490 852 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 304百万円 

１年超 437百万円 

合計 741百万円 

１年内 292百万円 

１年超 479百万円 

合計 771百万円 

１年内 319百万円 

１年超 533百万円 

合計 852百万円 

（注）なお、取得価額相当額及び未経過リー

ス料中間期末残高相当額は連結会社の

有形固定資産の中間期末残高等に占め

るその割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

（注）      同左 （注）なお、取得価額相当額及び未経過リー

ス料期末残高相当額は連結会社の有形

固定資産の期末残高等に占めるその割

合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 191百万円 

減価償却費相当額 191百万円 

支払リース料 189百万円 

減価償却費相当額 189百万円 

支払リース料 364百万円 

減価償却費相当額 364百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１．時価のある有価証券 

満期保有目的の債券 

       その他有価証券 

２．時価評価されていない主な有価証券 

その他有価証券 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．時価のある有価証券 

満期保有目的の債券 

       その他有価証券 

区分 
中間連結貸借対照表計 
上額（百万円） 

  時価（百万円） 差額（百万円） 

社債 610 610 △0 

その他 201 201 △0 

合計 812 811 △0 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 12,969 49,549 36,580 

社債 2,999 3,021 22 

投資信託受益証券 148 148 － 

合計 16,116 52,719 36,602 

内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 1,046 

投資信託受益証券 2,854 

区分 
中間連結貸借対照表計 
上額（百万円） 

  時価（百万円） 差額（百万円） 

社債 2,008 2,007 △1  

その他 999 1,000 0  

合計 3,008 3,007 △0  

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 14,581 59,782 45,200 

社債 2,999 2,996 △2 

投資信託受益証券 184 186 1 

合計 17,765 62,964 45,199 



２．時価評価されていない主な有価証券 

その他有価証券 

前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

１．時価のある有価証券 

満期保有目的の債券 

        その他有価証券 

２．時価評価されていない主な有価証券 

その他有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18年

４月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  当社グループのデリバティブ取引は、全てヘッジ会計を適用しているため、注記の対象から除いておりま

す。 

内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 1,053 

投資信託受益証券 2,292 

区分 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

社債 808 806 △1 

その他 201 200 △0 

合計 1,009 1,007 △2 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 14,155 63,255 49,099 

社債 2,999 2,985 △13 

投資信託受益証券 189 191 1 

合計 17,344 66,433 49,088 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 1,046 

投資信託受益証券 3,791 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18年

４月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 事業の種類として「塗料事業」及び「その他事業」に区分しておりますが、全セグメントの売上高及び営業

利益の合計額に占める「塗料事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の

記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

アジア……インド、タイ、台湾等  アメリカ……米国  欧州……英国 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

アジア……インド、タイ、台湾等  アメリカ……米国  欧州……英国 

 
日本 

（百万円） 
アジア 
（百万円）

アメリカ 
（百万円）

欧州 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売
上高 

75,463 25,446 505 311 101,727 － 101,727 

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

2,581 58 0 36 2,677 △2,677 － 

計 78,045 25,505 505 348 104,404 △2,677 101,727 

営業費用 72,204 22,438 466 324 95,434 △2,681 92,752 

営業利益 5,840 3,066 38 24 8,970 4 8,974 

 
日本 

（百万円） 
アジア 
（百万円）

アメリカ 
（百万円）

欧州 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売
上高 

77,298 31,961 558 490 110,308 － 110,308 

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

3,810 27 1 29 3,869 △3,869 － 

計 81,108 31,989 559 520 114,177 △3,869 110,308 

営業費用 74,854 27,805 497 459 103,617 △3,656 99,960 

営業利益 6,253 4,183 61 61 10,560 △212 10,348 



前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

アジア……インド、タイ、台湾等  アメリカ……米国  欧州……英国 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

アジア……インド、タイ、台湾等  アメリカ……米国等  欧州……英国等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

アジア……インド、タイ、台湾等  アメリカ……米国等  欧州……英国等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 
日本 

（百万円） 
アジア 
（百万円）

アメリカ 
（百万円）

欧州 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売
上高 

152,858 56,206 1,184 715 210,964 － 210,964 

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

5,283 140 0 96 5,521 △5,521 － 

計 158,142 56,347 1,184 812 216,486 △5,521 210,964 

営業費用 145,723 49,985 1,081 757 197,548 △5,486 192,061 

営業利益 12,418 6,362 103 54 18,938 △35 18,903 

 アジア アメリカ 欧州 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 28,895 1,208 1,087 31,191 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 101,727 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 28.4 1.2 1.1 30.7 

 アジア アメリカ 欧州 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 34,940 1,321 1,257 37,519 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 110,308 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 31.7 1.2 1.1 34.0 



前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

アジア……インド、タイ、台湾等  アメリカ……米国等  欧州……英国等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

 アジア アメリカ 欧州 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 63,406 2,638 2,429 68,475 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 210,964 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 30.1 1.2 1.2 32.5 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 511.42円 

１株当たり中間純利益金額 20.70円 

１株当たり純資産額 568.40円

１株当たり中間純利益金額 23.41円

１株当たり純資産額 561.35円

１株当たり当期純利益金額 44.04円

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、新株予約権付

社債等潜在株式がないため、記載して

おりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、新株予約権付

社債等潜在株式がないため、記載して

おりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、新株予約

権付社債等潜在株式がないため、記

載しておりません。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益 5,607百万円      6,343百万円       12,048百万円 

普通株主に帰属しない金額  －  － 117百万円 

（うち利益処分による役員賞与金） (     －) (     －) (  114百万円) 

普通株式に係る中間（当期）純利益        5,607百万円         6,343百万円 11,930百万円 

普通株式の期中平均株式数 270,943千株        270,930千株 270,927千株 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ 流動資産            

１．現金及び預金   23,580     20,628     26,595     

２．受取手形 ※４ 4,375     4,490     4,563     

３．売掛金 ※４ 49,388     59,259     51,710     

４．棚卸資産   7,257     8,079     7,521     

５．繰延税金資産   1,972     1,845     2,063     

６．その他の流動資産   1,920     5,041     2,551     

７．貸倒引当金   △343     △372     △340     

流動資産合計     88,150 45.6   98,972 45.8   94,665 44.2 

Ⅱ 固定資産            

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物   14,514     13,799     14,076     

(2）機械装置   7,636     7,195     7,125     

(3）土地   7,594     7,580     7,580     

(4）その他の固定資産   2,504     2,441     2,352     

有形固定資産合計   32,250     31,016     31,135     

２．無形固定資産   869     647     753     

３．投資その他の資産            

(1）投資有価証券   67,616     80,419     82,871     

(2）その他の投資その
他の資産 

  4,804     5,260     4,810     

(3）貸倒引当金   △176     △187     △176     

投資その他の資産合
計 

  72,244     85,491     87,505     

固定資産合計     105,363 54.4   117,155 54.2   119,394 55.8 

資産合計     193,514 100.0   216,128 100.0   214,060 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）            

Ⅰ 流動負債            

１．支払手形 ※４ 5,351     5,225     5,066     

２．買掛金 ※４ 30,381     37,091     33,008     

３．一年内返済予定長期
借入金 

  6     7,006     6     

４．未払法人税等   2,436     1,924     4,368     

５．賞与引当金   2,635     2,657     2,728     

６．その他の流動負債 ※４ 5,581     6,747     5,651     

流動負債合計     46,393 24.0   60,653 28.1   50,830 23.7 

Ⅱ 固定負債            

１．長期借入金   7,015     9     7,012     

２．繰延税金負債   10,256     13,887     15,180     

３．退職給付引当金   6,200     5,825     6,170     

４．役員退職慰労引当金   277     377     327     

固定負債合計     23,750 12.2   20,099 9.3   28,690 13.4 

負債合計     70,144 36.2   80,752 37.4   79,520 37.1 

           

（資本の部）            

Ⅰ 資本金     25,658 13.3   － －   25,658 12.0 

Ⅱ 資本剰余金                     

１．資本準備金   27,154     －     27,154     

２．その他資本剰余金   2     －     2     

資本剰余金合計     27,157 14.0   － －   27,157 12.7 

Ⅲ 利益剰余金                     

１．利益準備金   3,990     －     3,990     

２．任意積立金   23,367     －     23,367     

３．中間（当期）未処分
利益 

  21,664     －     25,507     

利益剰余金合計     49,022 25.3   － －   52,865 24.7 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

    21,824 11.3   － －   29,231 13.7 

Ⅴ 自己株式     △292 △0.1   － －   △373 △0.2 

資本合計     123,370 63.8   － －   134,539 62.9 

負債資本合計     193,514 100.0   － －   214,060 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     － －   25,658 11.9   － － 

２．資本剰余金                     

(1）資本準備金   －     27,154     －     

(2）その他資本剰余金   －     4     －     

資本剰余金合計     － －   27,158 12.6   － － 

３．利益剰余金                     

(1）利益準備金   －     3,990     －     

(2）その他利益剰余金                     

固定資産圧縮積立
金 

  －     224     －     

 別途積立金   －     23,136     －     

 繰越利益剰余金   －     28,686     －     

利益剰余金合計     － －   56,037 25.9   － － 

４．自己株式     － －   △427 △0.2   － － 

株主資本合計     － －   108,427 50.2   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評価
差額金 

    － －   26,948 12.4   － － 

評価・換算差額等合計     － －   26,948 12.4   － － 

純資産合計     － －   135,375 62.6   － － 

負債純資産合計     － －   216,128 100.0   － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     71,802 100.0   75,435 100.0   147,700 100.0 

Ⅱ 売上原価     54,016 75.2   57,383 76.1   110,826 75.0 

売上総利益     17,786 24.8   18,051 23.9   36,874 25.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     13,065 18.2   12,705 16.8   26,069 17.7 

営業利益     4,721 6.6   5,345 7.1   10,805 7.3 

Ⅳ 営業外収益 ※１   2,172 3.0   2,247 3.0   3,964 2.7 

Ⅴ 営業外費用 ※２   264 0.4   406 0.6   652 0.4 

経常利益     6,629 9.2   7,186 9.5   14,116 9.6 

Ⅵ 特別利益     50 0.1   30 0.1   186 0.1 

Ⅶ 特別損失 ※３   139 0.2   80 0.1   199 0.1 

税引前中間（当期）
純利益 

    6,540 9.1   7,137 9.5   14,103 9.6 

法人税、住民税及び
事業税 

  2,425     1,786     5,163     

法人税等調整額   △228 2,196 3.1 447 2,233 3.0 △333 4,829 3.3 

中間（当期）純利益     4,344 6.0   4,903 6.5   9,274 6.3 

前期繰越利益     17,320     －     17,320   

中間配当額     －     －     1,087   

中間（当期）未処分
利益 

    21,664     －     25,507   

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本 

準備金 

その他 
資本  
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 

固定資産
圧縮 
積立金 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

25,658 27,154 2 27,157 3,990 231 23,136 25,507 52,865 △373 105,308 

中間会計期間中の変動額            

剰余金の配当               △1,631 △1,631   △1,631 

利益処分による役員賞与               △100 △100   △100 

前期利益処分による固定資産
圧縮積立金の取崩額 

          △5   5 －   － 

当中間期に係る固定資産圧縮
積立金の取崩額 

          △2   2 －   － 

中間純利益               4,903 4,903   4,903 

自己株式の取得                   △56 △56 

自己株式の処分     1 1           2 3 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

                      

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 1 1 － △7 － 3,179 3,172 △54 3,119 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

25,658 27,154 4 27,158 3,990 224 23,136 28,686 56,037 △427 108,427 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

29,231 29,231 134,539 

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当     △1,631 

利益処分による役員賞与     △100 

前期利益処分による固定資産
圧縮積立金の取崩額 

    － 

当中間期に係る固定資産圧縮
積立金の取崩額 

    － 

中間純利益     4,903 

自己株式の取得     △56 

自己株式の処分     3 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△2,283 △2,283 △2,283 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△2,283 △2,283 835 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

26,948 26,948 135,375 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

満期保有目的の債券 

同左 

満期保有目的の債券 

同左 

 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算末日の市場価格等に

基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算末日の市場価格等に

基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算末日の市場価格等に基づ

く時価法 

（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

２．棚卸資産の評価基準及び

評価方法 

月別移動平均法による原価基準 

ただし、半成工事については個

別法による原価基準 

同左 商品 月別移動平均法による

原価基準 

製品 〃 

半製品 〃 

原材料 〃 

仕掛品 〃 

貯蔵品 〃 

半成工事 個別法による原価基準 

３．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 定率法 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（付属設備を除

く）については、定額法を採用

しております。 

又、取得価額が10万円以上20万

円未満の少額減価償却資産につ

いては、３年間均等償却を採用

しております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物       ７～50年 

機械装置     ７～11年 

有形固定資産 

同左 

有形固定資産 

同左 

 無形固定資産 定額法 

ただし、ソフトウェア（自社利

用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づ

いております。 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権等の貸倒損失に備えて一

般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見

積額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (2）賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるた

め、毎期の支給見積額を計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

過去勤務債務については、そ

の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（13年）による定額法に

より費用処理しております。 

数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（13年）による

定額法により発生の翌期から

費用処理しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業年度末

において発生していると認め

られる額を計上しておりま

す。 

過去勤務債務については、そ

の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（13年）による定額法に

より費用処理しております。 

数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（13年）による

定額法により発生の翌期から

費用処理しております。 

 



 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (前中間会計期間との会計処理

の首尾一貫性について） 

当社は、退職給付会計基準変

更時差異について、従来15年

による按分額を費用処理して

おりましたが、平成16年11月

18日開催の取締役会の決議を

もって、前事業年度において

未処理額全額を一括して費用

処理する方法に変更しており

ます。    

この変更は、前々事業年度以

前より給付引き下げに伴う厚

生年金基金規約の変更を行っ

てきたこと、前事業年度下期

において厚生年金基金の代行

部分について厚生労働大臣か

ら過去分返上の認可を受け、

従来の厚生年金基金から企業

年金基金へ移行したこと、

又、それに際し基金における

積立不足分に対し5,000百万円

の一括拠出を実施したこと等

により、退職給付会計基準適

用時における状況に大きな変

化が生じたことから、財務体

質の健全化を図るために行っ

たものであります。 

なお、前中間会計期間は従来

の方法によっており、前中間

会計期間末に変更を行った場

合と比べ、前中間会計期間の

税引前中間純利益は4,932百万

円多く計上されております。 

────── ────── 

 (4）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 

振当処理の要件を満たす為替予

約について、振当処理を行って

おります。又、特例処理の要件

を満たす金利スワップ取引につ

いて、特例処理を行っておりま

す。 

ヘッジ会計の方法 

同左 

ヘッジ会計の方法 

同左 

 ヘッジ手段とヘッジ対象 

外貨建金銭債権債務を対象とし

て為替予約取引を行い、借入金

利息を対象として金利スワップ

取引を行っております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ヘッジ方針 

為替リスクを軽減するため及び

借入金利息金額を固定するた

め、実需の範囲内でヘッジ取引

を行っております。 

ヘッジ方針 

同左 

ヘッジ方針 

同左 

 ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約については、ヘッジ手

段とヘッジ対象の期日、通貨種

別及び金額等の重要な条件が同

一であり、高い相関関係がある

と考えられるため、有効性の判

定を省略しております。又、金

利スワップについては、特例処

理の要件を満たしているため、

有効性の判定を省略しておりま

す。 

ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 その他リスク管理方針のうちヘッ

ジ会計に係るもの 

ヘッジ取引は、社内ルールに従

い、資金担当部門が決裁担当者

の承認を得て行っております。 

その他リスク管理方針のうちヘッ

ジ会計に係るもの 

同左 

その他リスク管理方針のうちヘッ

ジ会計に係るもの 

同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成の基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。なお仮払消費税等と仮受消

費税等は相殺のうえ、流動負債

の「その他」に含めて表示して

おります。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 



会計処理の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業会計審

議会 平成14年８月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日)を適用しております。これにより税引

前中間純利益は50百万円減少しておりま

す。 

なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき当該資産の

金額から直接控除しております。 

  

 

  

  

  

  

  

 

────── 

  

  

  

  

  

  

  

 

  

  

  

  

──────  

  

  

  

 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は

135,375百万円であります。 

なお、当中間会計期間末における中間貸借

対照表の純資産の部については、中間財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しております。 

(固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税引前当

期純利益は50百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき当該資産の金額

から直接控除しております。 

  

 

  

  

  

  

  

 

────── 

  

 

   

  

  

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

82,761百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

84,914百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

83,883百万円であります。 

────── 

 ２．保証債務 449百万円 

────── 

連結子会社の金融機関からの借入金に

対して次のとおり保証を行っておりま

す。 

KANSAI COATINGS MALAYSIA SDN.BHD.

449百万円

(RM14,046,342) 

なお、上記外貨建保証債務は中間決算

末日の為替相場により円換算しており

ます。 

 ３．受取手形裏書譲渡高 156百万円  ３．受取手形裏書譲渡高 167百万円  ３．受取手形裏書譲渡高 141百万円 

────── 

※４．中間会計期間末日満期手形（期日現金

を含む）の処理 

   中間会計期間末日満期手形（期日現金

を含む）は、手形交換日をもって決済

処理しております。従って、当中間会

計期間末日は金融機関の休日であった

ため、中間会計期間末日満期手形（期

日現金を含む）が以下の科目に含まれ

ております。 

受取手形 358百万円 

売掛金 7,058百万円 

支払手形 777百万円 

買掛金 3,513百万円 

その他の流動負債 5百万円 

────── 



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加58,419株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

又、減少4,263株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．営業外収益の主なものは下記のとおり

であります。 

※１．営業外収益の主なものは下記のとおり

であります。 

※１．営業外収益の主なものは下記のとおり

であります。  

受取配当金 1,684百万円 受取配当金 2,048百万円 受取配当金 2,797百万円 

※２．営業外費用の主なものは下記のとおり

であります。 

※２．営業外費用の主なものは下記のとおり

であります。 

※２．営業外費用の主なものは下記のとおり

であります。 

棚卸資産評価損 80百万円 支払補償費 113百万円 棚卸資産廃却損 205百万円 

※３．当中間会計期間において、当社は、地

価が著しく下落している遊休土地につ

いて、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（50百万

円）として特別損失に計上いたしまし

た。 

当社は、事業の種類別セグメントを基

礎として資産をグルーピングしており

ます。 

グルーピングの単位である各事業にお

いては、減損の兆候はありませんでし

た。 

なお、回収可能価額は路線価を基にし

た正味売却価額により評価しておりま

す。 

 

 

 

  

  

  

  

────── 

 

  

  

  

 

 

  

※３．当事業年度において、当社は、地価が

著しく下落している遊休土地につい

て、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（50百万

円）として特別損失に計上いたしまし

た。 

当社は、事業の種類別セグメントを基

礎として資産をグルーピングしており

ます。 

グルーピングの単位である各事業にお

いては、減損の兆候はありませんでし

た。 

なお、回収可能価額は路線価を基にし

た正味売却価額により評価しておりま

す。 

 ４．減価償却費は下記のとおりでありま

す。 

 ４．減価償却費は下記のとおりでありま

す。 

 ４．減価償却費は下記のとおりでありま

す。 

有形固定資産 1,543百万円 

無形固定資産 205百万円 

計 1,748百万円 

有形固定資産 1,393百万円 

無形固定資産 173百万円 

計 1,566百万円 

有形固定資産 3,150百万円 

無形固定資産 386百万円 

計 3,537百万円 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 722,931 58,419 4,263 777,087 

合計 722,931 58,419 4,263 777,087 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

に係る注記は次のとおりであります。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

に係る注記は次のとおりであります。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

に係る注記は次のとおりであります。 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
車輌運
搬具 

工具器
具備品 

合計 

取得価額相当
額（百万円） 

313 244 557 

減価償却累計
額相当額 
（百万円） 

149 185 335 

中間期末残高
相当額 
（百万円） 

163 58 222 

 
車輌運
搬具 

工具器
具備品 

合計 

取得価額相当
額（百万円） 

308 52 361 

減価償却累計
額相当額 
（百万円） 

152 35 188 

中間期末残高
相当額 
（百万円） 

156 17 173 

 
車輌運
搬具 

工具器
具備品 

合計 

取得価額相当
額（百万円） 

336 237 574 

減価償却累計
額相当額 
（百万円） 

175 205 380 

期末残高相当
額 
（百万円） 

161 31 193 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 122百万円 

１年超 99百万円 

合計 222百万円 

１年内 77百万円 

１年超 96百万円 

合計 173百万円 

１年内 96百万円 

１年超 96百万円 

合計 193百万円 

（注）なお、取得価額相当額及び未経過リー

ス料中間期末残高相当額は、有形固定

資産の中間期末残高等に占めるその割

合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

（注）      同左 （注）なお、取得価額相当額及び未経過リー

ス料期末残高相当額は、有形固定資産

の期末残高等に占めるその割合が低い

ため、支払利子込み法により算定して

おります。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 81百万円 

減価償却費相当額 81百万円 

支払リース料 58百万円 

減価償却費相当額 58百万円 

支払リース料 151百万円 

減価償却費相当額 151百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

区分 
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

種類 

中間貸借
対照表計
上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

中間貸借
対照表計
上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

貸借対照
表計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

子会社株式 4,062 30,260 26,198 4,062 38,423 34,361 4,062 39,574 35,512 

関連会社株

式 
－ － － － － － － － － 

合計 4,062 30,260 26,198 4,062 38,423 34,361 4,062 39,574 35,512 



(2）【その他】 

 平成18年11月17日開催の取締役会において、定款の規定に基づき平成18年９月30日の最終の株主名簿及び実質

株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、次のとおり中間配当金を支払う旨の決議を行い

ました。 

中間配当金総額 １株当たり配当額 
支払請求権の効力発生日 
及び支払開始日 

1,359百万円 5円00銭 平成18年12月８日 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第142期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

平成18年６月29日 

関東財務局長に提出 

(2）訂正発行登録書 

平成18年６月29日  

関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月22日

関西ペイント株式会社   

 取締役会 御中    

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 米林  彰  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 小寺   庸  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 原田 大輔  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている関西ペ

イント株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、関西ペイント株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月22日

関西ペイント株式会社   

 取締役会 御中    

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 米林  彰  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 小寺   庸  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 原田 大輔  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている関西ペ

イント株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株

主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、関西ペイント株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月22日

関西ペイント株式会社   

 取締役会 御中    

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 米林  彰  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 小寺  庸  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 原田 大輔  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている関西ペ

イント株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第142期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、関西ペイント株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月22日

関西ペイント株式会社   

 取締役会 御中    

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 米林  彰  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 小寺  庸  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 原田 大輔  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている関西ペ

イント株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第143期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、関西ペイント株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 
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